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１．GビズIDにおける委任機能の改善内容について

２．GビズIDの法的根拠明確化について



GビズIDの概要

◼ GビズIDは、事業者（法人・個人事業主）が一度アカウントを取得すると、国・自治体等が提供する220以上のウェブサイト
（補助金申請システム等）にログインできる認証サービス。

◼ 2019年に運用を開始し、利用者数は着実に増加中。これまでに累計132万者へアカウントを発行済み。

【GビズIDでログインできるサービスの例】

【現状の利用状況】（2025年7月末時点）

• 登録ユーザー数 約134万者 (法人：個人=8：2)

• 年間ログイン数 2650万件（令和６年度）

• 連携システム数 221システム（17府省庁、129自治体）

1つのIDで複数の行政手続に認証(ログイン)できる

これまでは電子証明書や、登記事項証明の写し等バラバラな本人確認手法だったのを共通の
ログインシステムで標準化

１

マイナンバーカードによる本人確認で手続毎の存在確認書類が不要に

これまでは手続ごとに存在確認書類（登記事項証明書等）を取り寄せていたものが不要に
２

GビズIDプライムでは2要素認証を通じてセキュリティにも配慮３
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GビズIDにおける代理の仕組

◼ GビズIDでは、行政手続を法人代表者等の本人以外が実施する場合を想定し、メンバーアカウント機能（組織内の従業員等が
手続を行える仕組）と委任機能（組織外の行政書士等の第三者が手続を行える仕組）を提供。

◼ 令和７年度は、委任機能について、利用者・行政サービス双方の利便性向上に向けた改善を実施する。

行政書士等事業者

マイページ上で委任関係を設定

委任関係の情報がGビズID側から
行政サービスへ連携される

行政書士等

行政書士等は対応サービスへ代理で
ログインし、代理申請を実施

GビズID

行政サービス（Jグランツ等）

※互いにGビズIDプライムアカウントが必要

・組織外の行政書士等が手続を行う場合・組織内の従業員等が手続を行う場合

プライムアカウント

メンバーアカウント

代表取締役

従業員

法人内で従業員にアカウントを発行

• メンバーアカウントでログイン
• 申請等を実施

行政サービス（Jグランツ等）

GビズID

従業員が自身のメンバーアカウントで
ログインし、申請

従業員

令和7年度に改善を予定

事業者から依頼
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主な改善内容の紹介

事業者 行政書士等

マイページ上で委任関係を設定

委任関係の情報がGビズID側から
行政サービスへ連携される
※追加APIの開発が必要

GビズID

※互いにGビズIDプライムアカウントが必要

事業者から依頼

行政書士等

行政書士等は対応サービスへ代理で
ログインし、代理申請を実施
※現在はサービス全体が委任される

行政サービス（Jグランツ等）

行政書士等 事業者

マイページ上で委任関係を設定

委任関係の情報がGビズID側から
行政サービスへ連携される
②追加APIの新規開発は不要に

GビズID

※権限を与えられたGビズIDメンバーも委任・受任可能

①どちらからでも
依頼できる

行政書士等

行政書士等は対応サービスへ代理で
ログインし、代理申請を実施
③サービス内の手続ごとの委任も可能に

行政サービス（Jグランツ等）

現在 今後

① 委任の設定は委任者（事業者）から始める必要があったが、受任者（行政書士等）から始めることも可能に。【利用者向け】

② 連携サービスが委任機能に対応するのに必要だった追加API開発は不要に。【連携サービス向け】

③ 委任範囲はサービス全体だけでなく、手続ごとの設定も可能に。【連携サービス・利用者向け】

※それぞれの詳細は次項以降参照



◼ これまで、GビズIDで委任設定を行おうとする際は、委任者（事業者）から申請の操作を開始する必要があったが、改修後は、受

任者（行政書士等）からも操作を開始することが可能となる。

◼ これにより、受任者（行政書士等）から、委任範囲や委任期間等の条件を設定することが可能となる。
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①委任内容同意時のUI・UXの改善【利用者向け】

現在 今後

行政書士等事業者

GビズIDの操作が多い…
手間が多くて使いにくい

受任者側から操作可能にすることで、
双方の負担を軽減可能に

委任依頼
行政書士等 事業者

毎回決まった操作なので
操作に慣れてきた

委任情報の承諾依頼

内容の確認と承諾のみで
難しくない！

【必要な処理】
１）依頼先となる行政書士のメールアドレスを指定
２）委任するサービスを指定
３）委任期間を指定
４）委任依頼ボタンをクリック

【システム外の処理】
・事業者への操作説明等
【必要な処理】

１）依頼元となる事業者のメールアドレスを指定
２）委任するサービスを指定
３）委任する手続きを指定（新規追加）
４）委任期間を指定
５）委任依頼ボタンをクリック

【システム外の処理】
・事業者の方への操作説明
【必要な処理】

・内容の確認・承諾

【必要な処理】
内容の確認・承諾

委任依頼をしてもらう方法を
説明するのが大変…



◼ 現状、委任機能に対応するためには委任情報取得APIという新規APIの追加開発が必要。

◼ 令和7年度の改修により、委任情報を利用者情報の取得に利用している属性情報取得API（userinfoAPI）のスコープに入れこむことに

よって新規APIの追加が不要に。

◼ なお、GビズIDから取得した委任情報を利用する場合は、従来どおり、連携サービス側での改修が必要となる。
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②GビズIDが提供する委任情報の仕様改善【接続サービス向け】

現在 今後

行政書士等

連携先
行政サービスA

委任情報

GビズIDを使ってサービスAにログイン

利用者情報

GビズIDは
（行政書士等の）利用者情報を提供

委任情報を取得したい場合
サービス側からAPIで要求

委任情報取得API
委任機能に対応する場合

個別開発が必要

行政書士等

連携先
行政サービスA

GビズIDを使ってサービスAにログイン

利用者情報

GビズIDは
ログイン済み利用者情報と委任情報を提供

利用者は
代理申請用ログイン選択

委任情報

利用者は
通常のログインと同じように操作

利用者は
今から行う代理申請を選択

追加APIなしで
委任情報を連携可能に



◼ 委任範囲は、これまで連携サービス全体しか選択できなかったが、今後はサービス内の手続きごとの指定も可能とする新たな機能を提供。

◼ なお、本機能は、詳細な委任範囲の設定を行う連携サービス向けのオプション機能であり、連携サービス側での追加改修を要する。

◼ 連携サービス側で「委任区分情報取得API」を別途実装すると、利用者が委任設定を行う際に「委任区分」を選択可能に。
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③委任範囲を詳細に指定できる機能を提供【接続サービス・利用者向け】

現在 今後

行政書士等事業者

【委任情報】
行政サービスA

の利用を委任します。

連携先
行政サービスA

○○手続

△△手続

××手続

○○手続だけを代理で
申請してほしいが、
選択できない…

○○手続だけ代理したいが、
他の手続きも見えてしまう

委任 代理申請 行政書士等事業者

【委任情報】
行政サービスAの
○○手続を
委任します。

連携先
行政サービスA

○○手続

△△手続

××手続

委任 代理申請

連携先
行政サービスA

サービスAにおける
代理可能手続きが

わからない

代理可能手続を
連携する方法がない

連携先
行政サービスA

委任区分情報取得API

○○手続、△△手続き、××手続
が代理申請可能

○○手続を選択して
代理申請を委任 ○○手続のみ操作可能

委任可能な手続き情報を
サービスからGビズIDに事前連携することで、

行政サービスA内の手続を
指定して委任することが可能に
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１．GビズIDにおける委任機能の改善内容について

２．GビズIDの法的根拠明確化について



法律

主務
省令

行政機関の内部運用

デジタル行政推進法
第6条第4項（署名等代替規定）
個別法令により署名、押印等をすることが規定されている申請等がオンラインで行われる場合、当該署名等は、当該法令の規定にかかわらず
マイナンバーカードの利用その他の「氏名又は名称を明らかにする措置であって主務省令で定めるもの」で代替できる。

（氏名又は名称を明らかにする措置）
① 電子署名を行い電子証明書を

送信すること又は
② GビズIDを利用する方法4

③ 行政機関が別に定める措置を行
うこと

（氏名等を明らかにする措置）
① 電子署名を行い電子証明

書を送信すること又は
② GビズIDを利用する方法4

③ 行政機関が別に定める措
置を行うこと

現行の両規則において、GビズIDを署名代替措置として利用することは上記③の規定
により既に解釈されており、実務上の問題はない。その上で、今回の一部改正では、②
のようにGビズIDを確認的に例示列挙する改正を行うことで、GビズIDの利用に係る法
的根拠を明確化し、法的安定性の向上を図る。

（氏名又は名称を明らかにする措置）
① 識別符号及び暗証符号を入力する

方法
② 識別符号及び暗証符号の入力に加

え、生体認証符号等を入力
③ 行政機関が別に定める措置を行うこ

と

射程：複数の関係行政機関が所
管する法令に基づく手続

射程：デジタル庁が所管する法令
に基づく手続

射程：〇〇省が所管する法令に基づ
く手続

共管規則 デジタル庁単管規則 その他規則（〇〇省単管規則）

手続Aの申請は、申請システムXを利用し、GビズIDの利用をもって本人確認に代えるものとする、等。

主務省令における現行規定のイメージ

（氏名等を明らかにする措置）
① ・・・
② 電子署名を行い電子証明書を送信すること
③ 識別符号及び暗証符号を入力する方法
④ 識別符号及び暗証符号を入力し、生体認

証符号等を使用する方法
⑤ 行政機関が別に定める措置を行うこと
⑥ ・・・

※GビズIDの利用に関する解釈
署名等代替措置としてGビズIDを利用することは、
氏名等を明らかにする措置として、主務省令におい
て識別符号及び暗証符号（ID・パスワード）の入
力等（GビズIDが採用している認証手段）を行うこ
とや、行政機関が別に定める措置を行うこと等が定
められていることにより解釈されている。

GビズIDの法的根拠明確化に向けた省令改正について

主務省令のうち今回デジタル庁が改正を行う規則２件

左記２件以外の主務省令については、それぞれ
の所管省庁において、GビズIDの利用ニーズや
現行規則の下での解釈等も踏まえて、必要に応
じて改正要否等の検討を行っていただく想定。

省令に委任

行政機
関内部
での運用
に委任

GビズIDが行政サービスとの連携を拡大する中で、一部システム（商業登記電子証明書やe-Tax）との連携に際して、GビズIDの利用に係る法的根拠を明確化す
ることが求められている。デジタル行政推進法1の主務省令のうち、共管規則2とデジタル庁単管規則3の「氏名又は名称を明らかにする措置」に係る規定に、GビズID
の利用を確認的に例示列挙する一部改正を実施する。

1 情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律（平成十四年法律第百五十一号）

2 関係行政機関が所管する法令に係る情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律施行規則（平成十六年内閣府・総務省・法務省・外務省・財務省・文部科学省・厚生労働省・農林水産省・経済産業省・国土交通省・環境省令第一号）
3 デジタル庁の所管する法令に係る情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律施行規則（令和三年デジタル庁令第三号）
4 規定イメージであり、具体的な条文については調整中。
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